
№ 事業名称
事業概要
（目的・効果）

事業概要
（交付金を充当する経費）

事業の対象 担当部署 事業始期 事業終期 総事業費
交付金
充当経費

事業実績 効果

1
公共的空間安全・安心確保
事業

市内公共施設（学校含む）での感染拡大
防止策を図る。

感染拡大防止のための消耗品
費、備品購入費。施設内消毒作
業費。学校での健康診断器具の
賃借料。指定管理者への対策費
用分の指定管理料上乗せ。

公共施設管理者（学
校含む）

管財課
学校教育課
健康スポーツ課

R4.4.1 R5.3.31 7,033,403 7,033,000

ハンドソープ76本、消毒液17本、
パーテーション50台、健康診断器
具レンタル小学校分23,173本、健
康診断器具レンタル中学校分
9,970本、消毒業務委託6月分、総
合スポーツセンター管理料　等

各公共施設に対し必要な物資を
支援することで、各施設の実態に
合わせた感染予防対策の実施に
寄与した。

2
プレミアム付き商品券助成事
業

新型コロナウイルス感染拡大による消費
の落ち込みを防ぎ、市内経済を活性化さ
せるために商工会にプレミアム商品券事
業補助金を交付する。

事業補助金 市商工会 地域づくり課 R4.4.1 R5.3.31 59,783,539 59,783,000
発行総額390,000千円
（うちプレミアム90,000千円の2/3
を市が負担）

市民の消費の下支えと市内商工
店舗での消費を促進することで地
域経済の活性化にも寄与した。

3 まちの魅力ＰＲ事業

ウィズコロナ及びポストコロナを見据え、特
色のある店舗や場所等の市の魅力をフ
リーペーパー、電子雑誌等にまとめ、市内
外問わず広くＰＲを行い、全国的に本市の
知名度を向上させることにより、消費需要
の拡大及び本市への移住定住の促進に
つなげる。

ＰＲコンテンツ作成委託料
市内小売業者、飲食
店等

経営企画課 R4.5.23 R5.3.31 18,700,000 18,700,000
電子雑誌閲覧回数108,009ｐｖ、フ
リーペーパー発行20,000部、Ｙｏｕ
Ｔｕｂｅ動画再生回数97,995回等

積極的な情報発信により、本市の
特色や魅力、移住検討者の参考
となる情報等が多くの人の目に触
れ、市内外問わず広くPRすること
ができた。冊子に掲載した店舗で
は、フリーペーパーを見て来店し
たとの声も多く、地域資源のPRと
ともに、市内店舗の消費需要の拡
大に寄与した。

4
子ども応援給付金給付事業
（第１弾）

コロナ禍において原油価格・物価高騰等
に直面し、特に影響が大きい子育て世帯
に対し、国の「低所得の子育て世帯に対す
る子育て世帯生活支援特別給付金」の対
象者に子ども１人当たり５万円を上乗せし
て支給する。その他の学齢１８歳までの子
育て世帯に子ども１人当たり一律２万円を
支給する。

給付金、事務費（需用費、役務
費、委託料、賃借料）

市内の18歳までの子
育て世帯

こども未来課 R4.5.23 R5.5.31 518,888,243 518,886,000

国の「低所得の子育て世帯に対
する子育て世帯生活支援特別給
付金」の対象者世帯（1,780世帯）
に児童2,949人分を支給
その他の世帯（10,598世帯）に児
童18,168人分を支給

市独自の給付金支給により子育
て世帯の生活支援を行うことで、
子育て世帯の経済的負担の軽減
に寄与した。

5
子ども応援給付金給付事業
（第２弾）

コロナ禍において原油価格・物価高騰等
に直面し、特に影響が大きい子育て世帯
に対し、子ども１人当たり一律5,000円を支
給する。

給付金、事務費（会計年度任用職
員人件費、需用費、役務費、委託
料、賃借料）

市内の18歳までの子
育て世帯

こども未来課 R4.11.9 R5.3.31 107,441,854 107,441,000
12,232世帯に児童21,368人分を支
給

市独自の給付金支給により子育
て世帯の生活支援を行うことで、
子育て世帯の経済的負担の軽減
に寄与した。

6 自宅療養者支援事業
新型コロナウイルスの感染拡大防止のた
め自宅療養となった人等に対し、食糧や
日用品の配達を行い、生活を支援する。

食糧、日用品等

新型コロナウイルス
感染症と診断された
自宅療養者及び濃厚
接触者等で食糧や日
用品の調達が困難な
者

安全安心課 R4.4.1 R5.3.31 15,601,870 15,601,000
1,326世帯、4,025人に対して支援
実施

陽性者だけでなく、同居の濃厚接
触者へも支援を行い、自宅療養
者がいる世帯の生活を支えること
ができた。また、十分な支援を行
うことにより、感染者等の外出を
防ぎ、感染拡大を防止することが
できた。

7
福祉関係施設従事者等への
スクリーニング検査事業

新型コロナウイルス感染者の濃厚接触者
となった福祉関係施設（介護保険サービ
ス、障がい福祉サービス、保育所等）の従
事者に対し、無料のスクリーニング検査を
実施することで、待機期間を短縮し、継続
的なサービスの提供を支援する。

検査業務委託料

福祉関係施設（介護
保険サービス、障が
い福祉サービス、保
育所等）の従事者

高齢課
福祉支援課
こども未来課

R4.5.23 R5.3.31 13,756,435 13,756,000
22施設に580セットの検査キットを
提供

抗原定性検査キットの配布によ
り、介護従事者等の自宅での待
機期間の短縮を図ることにより、
コロナ禍においても安定したサー
ビスの提供を継続することに寄与
した。
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8
介護サービス事業所への防
護服支給事業

従事者への新型コロナウイルス感染拡大
を防止するため、介護サービスを提供する
事業所に対し、初期対応にて特に不足す
ると思われる防護服を必要に応じて支給
する。

消耗品費
市内介護サービス提
供事業所

高齢課 R4.5.23 R5.3.31 76,076 76,000 1施設に防護服20枚を提供

衛生用品等の支給を通じて施設
等における感染対策が充実し、安
心してサービスを提供できる体制
の確保に寄与した。

9
介護サービス事業所への物
価高騰支援事業

コロナ禍と物価高騰の影響を受ける状況
下においても介護サービスの安定的な提
供体制を確保するため、物価高騰による
経費の増加を公定価格制度により価格に
転嫁できない介護サービス事業者に対し
て、支援金を給付する。

支援金、事務費（役務費）

市内で指定地域密着
型介護サービス、指
定居宅介護支援、指
定密着型介護予防
サービス又は指定介
護予防支援を行う法
人

高齢課 R4.11.9 R5.3.31 7,953,124 7,953,000 44か所（29法人）に給付

支援金の給付を通じて、コロナ禍
における物価高騰が続く中でも
サービス提供を継続する施設等
の負担を軽減することにより、介
護が必要な高齢者等が安心して
生活できるサービス提供体制の
確保に寄与した。

10
障がい福祉施設への物価高
騰支援事業

コロナ禍と物価高騰の影響を受ける状況
下においても障がい福祉サービスの安定
的な提供体制を確保するため、特定相談
支援事業所に対して、物価高騰による経
費の増加相当分を支援する。

支援金
市内特定相談支援事
業所

福祉支援課 R4.11.9 R5.3.31 250,000 250,000 5か所に給付

支援金の給付を通じて、コロナ禍
における物価高騰が続く中でも
サービス提供を継続する施設等
の負担を軽減することにより、障
がい者等が安心して利用できる
サービス提供体制の確保に寄与
した。

11
保育所（私立、指定管理）給
食費支援事業

コロナ禍と物価高騰の影響を受ける状況
下における給食材料費高騰に伴う費用の
保護者への転嫁を避けるため、該当する
保育所に対し給食費用の一部について補
助金を交付する。

補助金
私立保育所、指定管
理保育所に通う園児
の保護者

こども未来課 R4.11.9 R5.3.31 13,316,100 7,566,000
私立保育所9園、指定管理保育所
2園へ支援

支援により給食材料費高騰に伴
う費用の保護者への転嫁を避け
ることに寄与した。

12
保育所（私立、指定管理）光
熱費支援事業

コロナ禍と物価高騰の影響を受ける状況
下における光熱費高騰に伴う費用の保護
者への転嫁を避けるため、該当する保育
所に対し光熱費の一部について補助金を
交付する。

補助金
私立保育所、指定管
理保育所に通う園児
の保護者

こども未来課 R4.11.9 R5.3.31 5,925,000 3,367,000
私立保育所9園、指定管理保育所
2園へ支援

支援により光熱費高騰に伴う費
用の保護者への転嫁を避けるこ
とに寄与した。

13
保育所（直営）給食材料費高
騰対策事業

コロナ禍と物価高騰の影響を受ける状況
下における給食材料費高騰に伴う費用の
保護者への転嫁を避けるため、直営保育
所の給食材料費の物価高騰分を負担す
る。

需用費
直営保育所に通う園
児の保護者

こども未来課 R4.11.9 R5.3.31 343,000 343,000 直営保育所1園へ支援
支援により給食材料費高騰に伴
う費用の保護者への転嫁を避け
ることに寄与した。

14
非課税高齢者への給付金支
給事業

コロナ禍において原油価格・物価高騰等
に直面し、特に影響が大きい住民税非課
税高齢者に対し、１人当たり一律5,000円
を支給する。また、国からの支援を受けら
れない課税世帯に属する非課税高齢者に
対しては、5,000円を加算し１人当たり一律
１万円を支給する。

給付金、事務費（会計年度任用職
員人件費、需用費、役務費、委託
料、賃借料）

市内の65歳以上の高
齢者のうち住民税非
課税の者

高齢課 R4.11.9 R5.3.31 119,625,989 119,625,000

市民税課税世帯に属する市民税
非課税高齢者5,589件、市民税非
課税世帯に属する市民税非課税
高齢者7,369件に給付

国が制度設計した「子育て世帯等
臨時特別支援事業(電力・ガス・食
料品等価格高騰緊急支援給付
金)」の対象外となっていた人にも
支援金を支給することができ、物
価高騰による経済的負担の軽減
に寄与した。

15
オンライン学習支援、GIGAス
クール構想関連事業

ＧＩＧＡスクール構想に基づき、児童生徒へ
の1人1台端末整備、オンライン学習等の
環境整備を行い、新型コロナウイルス感
染拡大による休校時にも学びの保障を行
う体制を構築する。

端末修繕料、回線使用料、機器
保守料、電信料、委託料（ＩＣＴ支
援員事業業務）、委託料（授業支
援ツールアカウント更新業務）、タ
ブレット端末購入費

市内全小中学校及び
その児童生徒

学校教育課 R4.4.1 R5.3.31 43,605,131 43,605,000
市内全小中学校（18校）につい
て、ICT支援員の配置、モバイル
ルーターの確保など

オンライン学習支援の拡大等によ
り、すべての児童生徒の学びを保
証できた。
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16 修学旅行等感染症対策事業
修学旅行等における3密を回避するため
に、バスの増台や宿泊施設変更に伴う追
加費用を補助する。

補助金

旅行等にかかる通常
の費用に上乗せして
負担が必要となった
対象児童、生徒の保
護者

学校教育課 R4.4.1 R5.3.31 2,113,165 2,113,000
小学校9校、中学校3校に補助金
交付

感染リスクを低減し、児童、生徒
が安心して事業に参加することが
できた。

17
スクールサポートスタッフ事
業

コロナ渦においても児童・生徒の学びの保
障のため、教室の消毒や授業準備等を補
助するスタッフを配置する。

会計年度任用職員人件費 市内全小中学校 教務課 R4.4.1 R5.3.31 15,238,422 11,598,000 市内全小中学校（18校）に配置
校内の感染防止対策等に対する
サポートにより、授業の円滑な実
施に寄与した。

18 庁内ネットワーク更新事業

新型コロナウイルス感染症の影響下にお
いて、非接触・非対面での行政手続きやリ
モートワークの範囲の拡大を図るため、庁
内ネットワーク体系を見直し、職員の業務
環境を閉域網からLGWANネットワークに
更新する。

環境構築委託料、パソコン購入費
市庁舎（出先機関含
む）

総務課 R4.4.1 R5.3.31 31,908,000 31,908,000
本庁及び市内公共施設に構築し
ているネットワークを閉域網から
LGWANネットワークに更新

新たなネットワークに移行したこと
で、行政手続きのオンライン化、リ
モートワーク環境の充実等の自治
体DXを推進する環境が整った。

19
子ども・子育て支援交付金
【国庫補助事業】

新型コロナウイルス感染症の影響下に
あっても、地域において子育て支援事業
の提供体制を維持していくため、必要な事
業に支援を行う。

認可保育所、対象幼稚園、指定
管理者及び委託事業者への補助
金。直営保育所の消耗品、備品
購入費。

市内認可保育所、対
象幼稚園、児童セン
ター指定管理者

こども未来課
子育て支援課

R4.4.1 R5.3.31 5,425,498 1,809,000
保育所など対象施設（13施設）を
支援

各施設に必要な感染防止対策を
講じたことで、安全安心な支援を
提供できる体制の維持に寄与し
た。

20
保育対策総合支援事業費補
助金
【国庫補助事業】

保育所等において、感染症に対する強い
体制を整え、感染症対策を徹底しつつ、事
業を継続的に提供していくため、保育を継
続的に実施していくために必要な経費等
を補助する。

直営保育所の感染症対策費用 市内対象保育所 こども未来課 R4.4.1 R5.3.31 486,119 243,000 直営保育所1園へ支援

施設に必要な感染防止対策を講
じたことで、安全安心な保育環境
を提供できる体制の維持に寄与し
た。

21
学校保健特別対策事業費補
助金
【国庫補助事業】

感染リスクを最小にしながら教育活動を継
続するため、感染症対策を徹底し、児童生
徒の学びの保障を行う。

消耗品費、備品購入費
市内小学校12校、中
学校6校

学校教育課 R4.12.1 R5.3.31 4,130,680 2,001,000
市内全小中学校（18校）で必要な
感染症対策物品、学習支援物品
を購入

各学校の実態に合わせた感染予
防対策に寄与した。

22
妊産婦応援タクシー料金助成
事業

妊婦及び産婦に対し、妊娠中や出産後の
乳児連れでの健診等の外出時に、新型コ
ロナウイルス感染リスクが低いタクシー利
用を促進するため、タクシー料金の助成券
を配付する。令和４年度は、令和３年度に
配付した助成券のうち令和４年度に使用し
た分の助成を行う。

郵便料、事務手数料、タクシー助
成金

R03.4.2以降に出産又
はR03.7.1以降に妊娠
届を提出した者等

子育て支援課 R4.4.1 R5.3.31 3,397,424 3,397,000 6,494枚分の助成を実施

妊産婦の外出時の感染リスクに
係る不安を軽減し、安心して出
産、子育てができる環境づくりに
寄与した。


